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（９）栽培漁業効果調査事業（ヒラメ） 

 

奈須 亮耶・手賀 太郎・家接 直人 

 

１ 目的 

ヒラメ（Paralichthys olivaceus）は沿岸漁業における水産重要種である。本種は栽培漁業対象種として日

本各地で種苗放流が行われている。本県では、県や国からの支援を受けて漁業者自らが中間育成および種苗放流

に取り組んでおり、近年では 20 万尾前後の種苗を放流している。漁業者が放流事業を自立して継続的に実施し

ていくために、その放流効果について適切にモニタリングを行っていく必要がある。本事業では、市場調査、外

部標識放流および DNA分析を実施し、放流魚の混入率の算出、放流魚の移動分散調査ならびに放流地の由来判別

を行った。 

 

２ 方法 

１）市場調査 

放流魚の混入率を算出するため、福井市漁協国見支所、県漁連敦賀支所市場、若狭高浜漁協の各市場（以下、 

それぞれ「福井市場」、「敦賀市場」、「高浜市場」とする。）に水揚げされたヒラメについて、無眼側黒化判定基準 
1）に基づき、無眼側の体色黒化により天然魚と放流魚を判別して、それぞれ全長を 0.5 cm 単位で測定した。得

られた 1～3 月、4～6 月、7～9 月および 10～12 月の期間ごとの天然魚と放流魚の全長組成から、水産研究・教

育機構日本海区水産研究所が作成したAge-Length-Keyを用いて年齢分解を行った。全長体重関係式（体重（g）

=0.0072 ×全長（cm）3.10066）2）により重量換算したものを県内の月別漁獲量で引き伸ばすことで年齢別漁獲尾

数を推定した。また、放流魚の尾数は、放流時の黒化率で補正を行った。混入率は補正後の放流魚尾数を、推定

された県内の総漁獲尾数で除して算出した。 

 

２）外部標識放流 

 令和 3年 8月 16日に平均全長 106 mmのヒラメ種苗に対して外部標識を施した。標識方法は無眼側胸鰭抜去と

し、標識作業は福井県栽培漁業センター（以下、栽培漁業センターと称す。）で実施した。標識したヒラメ種苗は

栽培漁業センターで 2日間の養生を行ったのち、福井市越廼の茱崎地区へ陸送して、8月 18日に放流を行った。

放流尾数は 4,000尾であった。これら放流魚の再捕について、県内の漁業者へ再捕報告依頼を行うとともに、市

場調査時に外部標識の有無について確認を行った。 

 

３）水揚げされた放流魚の DNA分析 

水揚げされた放流魚の放流地を調べるため、DNA 分析を実施した。令和 3 年に敦賀市場で水揚げされた放流魚

の一部から鱗を採取し、そこから DNAを抽出して、PCRにより mt-DNA D-loop前半領域を増幅した。PCR産物は精

製後、シーケンス解析に供して mt-DNA D-loop前半領域（371 bp）の塩基配列を解読した。DNA分析は原則とし

て藤井 3)の方法を用いたが、詳細な PCR条件やプライマーは既報 4）に従った。解読した塩基配列は最尤法により、

本県栽培漁業センター養成親魚（本県養成親魚）の DNA5）と比較を行い、県内で放流されたものか判別した。 

 

３ 結果 

１）市場調査 

福井、敦賀および高浜の 3市場において漁獲されたヒラメの全長測定および放流魚（黒化魚）の混入率調査を

行った（表 1）。3市場で合計 2,622尾の測定を行い、そのうち放流魚は 160尾（混入率 6.1%）であった。市場調

査で得られた 1～3 月、4～6 月、7～9 月および 10～12 月の期間ごとの天然魚と放流魚の全長組成（図 1）を基
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に、県下全域の漁獲尾数の推定を行った結果、令和 3年の総漁獲尾数は 32,307、そのうち放流魚尾数は 1,842（混

入率5.7%）であると推定された。各年齢別に放流種苗の黒化率を用いて混入率の補正を行ったところ、天然魚は

32,307尾、放流魚は 2,021尾（混入率 6.3%）であると推定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）外部標識放流 

標識魚が漁獲対象となるのは来年度以降であり、市場調査などの追跡調査を実施していく必要がある。なお、

図 1 市場調査における期間別体長組成 

表 1 市場調査結果および推定された漁獲尾数と放流魚尾数 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5+歳 合計

市場調査で確認した総漁獲尾数 20 623 1,324 476 109 70 2,622

市場調査で確認した黒化魚尾数 0 24 64 43 17 12 160

県内の推定総漁獲尾数 265 8,307 15,878 5,714 1,322 821 32,307

県内の推定総黒化魚尾数 0 321 898 434 107 82 1,842

各年級の放流時の黒化率 91.0% 85.0% 99.4% 84.7% 84.7% 81.2%

補正後の推定水揚げ黒化魚尾数 0 378 903 512 126 101 2,021

※端数の関係で、合計が一致しないことがある。

混入率：6.1% 　（160/2,622）

混入率：5.7%（1,842/32,307）

混入率：6.3%（2,021/32,307）
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昨年度に放流した標識魚については、各市場での調査時に外部標識魚の水揚げを確認したが、現在のところ再捕

は確認されていない。 

 

３）水揚げされた放流魚のDNA分析 

 令和 3年に敦賀市場で水揚げされた放流魚の DNA分析結果を図 2に示す。令和元 3年は 94個体の分析を行い、

そのうち 92個体から DNA断片が得られた。解析を行った 92尾の塩基配列のうち、63尾（68.5%）が本県養成親

魚と親子関係にあると判別された。残りの 29尾（31.5%）はいずれの本県養成親魚とも親子関係が認められず、

由来不明であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 考察 

令和 3年に漁獲されたヒラメのうち放流魚の混入率（県内の推定総黒化魚尾数）は 5.7%であり、近年の調査結

果 （4.2～6.6%）5-8)と同程度であった。放流魚の由来を DNA分析から調べたところ、本県養成親魚と親子関係で

あると判別された割合は 68.5%であった。令和元年から 2年にかけて行われた本県養成親魚の DNAデータベース

の更新 5)によって親子判別精度が向上して以降では、放流魚が本県に由来する割合は 70%近くの数値となってい

る。したがって、現在漁獲されている放流魚のうち、少なくとも 7割近くは本県養成親魚由来のものであると考

えられる。由来のわからない残りの約 3割については、過去に 9）石川県や京都府で放流された個体の回遊が確認

されていることから、他府県由来のものがいくらか含まれると思われる。ただし、調査当時と比べて現在では近

隣府県の放流尾数は大きく変わっており 9)、また近年では石川県および京都府で本県養成親魚由来の種苗放流を

図 3 DNA 分析による黒化魚の由来判別結果 

▲は福井県栽培漁業センター養成親魚、■は福井県栽培漁業センター養成親魚と親子関係にあると 

判別された分析サンプル、□は由来不明の分析サンプルを表す。 
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行っているため、本県に由来する放流魚の割合は親子判別結果を基にした推定よりも高まると思われるが、放流

地についての情報が不足しており、その程度については不明である。 
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